
（単位　円）

科 目

固定資産 ( 18,772,950,153 ) ( 18,323,889,588 ) ( 449,060,565 )

有形固定資産 < 15,360,267,707 > < 15,529,844,675 > < 169,576,968△ >

土地 4,922,474,937 4,922,474,937 0

建物 8,545,229,283 8,521,487,025 23,742,258

構築物 282,638,643 315,426,856 32,788,213△

教育研究用機器備品 723,849,905 868,318,092 144,468,187△

管理用機器備品 42,630,559 53,448,611 10,818,052△

図書 837,007,550 839,175,722 2,168,172△

車両 6,436,830 9,513,432 3,076,602△

特定資産 < 3,391,896,842 > < 2,763,657,309 > < 628,239,533 >

退職給与引当特定資産 1,195,375,705 694,582,866 500,792,839

施設設備引当特定資産 1,833,799,617 1,733,710,914 100,088,703

奨学事業引当特定資産 342,969,742 285,962,287 57,007,455

100周年記念事業引当特定資産 19,751,778 49,401,242 29,649,464△

その他の固定資産 < 20,785,604 > < 30,387,604 > < 9,602,000△ >

電話加入権 592,200 592,200 0

ソフトウエア 19,404,000 29,106,000 9,702,000△

長期貸付金 300,000 200,000 100,000

その他の固定資産 489,404 489,404 0

流動資産 ( 3,355,213,578 ) ( 4,113,734,846 ) ( 758,521,268△ )

現金預金 3,236,964,974 3,967,642,736 730,677,762△

未収入金 103,368,874 126,096,884 22,728,010△

前払金 12,147,294 17,540,175 5,392,881△

仮払金 2,732,436 2,455,051 277,385

資産の部合計 22,128,163,731 22,437,624,434 309,460,703△

科 目

固定負債 ( 2,462,338,583 ) ( 2,662,300,996 ) ( 199,962,413△ )

長期借入金 874,690,000 1,031,860,000 157,170,000△

長期未払金 11,565,840 57,017,246 45,451,406△

退職給与引当金 1,576,082,743 1,573,423,750 2,658,993

流動負債 ( 1,361,444,769 ) ( 1,457,516,472 ) ( 96,071,703△ )

短期借入金 157,420,000 153,980,000 3,440,000

未払金 406,304,988 402,832,388 3,472,600

貸借対照表
令和 6年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減



（単位　円）

科 目

前受金 459,196,250 543,427,500 84,231,250△

預り金 211,142,059 209,539,413 1,602,646

修学旅行預り金 93,400,721 106,574,664 13,173,943△

仮受金 33,980,751 41,162,507 7,181,756△

負債の部合計 3,823,783,352 4,119,817,468 296,034,116△

科 目

基本金 ( 25,990,417,064 ) ( 25,679,582,232 ) ( 310,834,832 )

第１号基本金 25,530,526,258 25,219,691,426 310,834,832

第４号基本金 459,890,806 459,890,806 0

繰越収支差額 ( 7,686,036,685△ ) ( 7,361,775,266△ ) ( 324,261,419△ )

翌年度繰越収支差額 7,686,036,685△ 7,361,775,266△ 324,261,419△

純資産の部合計 18,304,380,379 18,317,806,966 13,426,587△

負債及び純資産の部合計 22,128,163,731 22,437,624,434 309,460,703△

本年度末 前年度末 増　　減

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



注　記

   学生･生徒等未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

ａ.大学及び附属幼稚園

　教職員退職金の支給に備えるため、期末要支給額1,582,963,081円を基にして、私立大学退職金財団

　に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額の100％を計上している。

ｂ.中学・高等学校・法人本部

 中学･高等学校の教職員、法人本部役職員に係る退職給与引当金について期末要支給額1,162,575,272

 円から東京都私学財団よりの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

な　し

３．減価償却額の累計額の合計額  11,239,481,797 円

４．徴収不能引当金の合計額  6,799,663 円

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土　　地　         　　　  　1,257,695,214 円

建　　物　　                 3,009,003,741 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

 1,088,627,246円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

①総括表 (単位　円）

0 0 0

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

②明細表 (単位　円）

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

(単位　円）

（注）※1　地代については、合理的に決定している。

１．重要な会計方針

(１)引当金の計上基準

徴収不能引当金

　退職給与引当金

(２)その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

２．重要な会計方針の変更等

△ 2,165,800

５．担保に供されている資産の種類及び額

(１)有価証券の時価情報

種類
当年度（令和6年3月31日）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 500,000,000 497,834,200

（うち満期保有目的の債券） 500,000,000 497,834,200 △ 2,165,800

合 計 500,000,000 497,834,200 △ 2,165,800

債 券 500,000,000 497,834,200 △ 2,165,800

（うち満期保有目的の債券） 500,000,000 497,834,200 △ 2,165,800

有価証券合計 500,000,000

種類
当年度（令和6年3月31日）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

事業内
容又は
職業

関係内容

取引の内容 取引金額
勘定
科目

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金又
は出資金

有価証券合計 500,000,000 497,834,200 △ 2,165,800

(２)関連当事者との取引

期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

―
理事長
十文字一夫
の妹

山本
トシ

― ― ― ― ―

不動産
の賃貸
借契約
の締結

地代の支払
(大学敷地)

※1
2,280,000 ―

議決権
の所有
割合
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